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（会期終了日 現在） 

（１）活動概観

〔調査の経過〕 

本調査会は、外交・安全保障に関し、長期的かつ総合的な調査を行うため、第210回国会

の令和４年10月３日に設置された。その後、３年間の調査テーマを「21世紀の戦争と平和

と解決力～新国際秩序構築～」と決定し、今国会においては、「ＬＡＷＳ（自律型致死兵器

システム）に関する国際的なルール作り及び対人地雷禁止条約の履行確保に係る取組と課

題」、「武力紛争等と人道主義の実践・再構築に向けた取組と課題」、「ＦＭＣＴ（核兵器

用核分裂性物質生産禁止条約）の交渉開始への取組と課題」、「気候変動や武力紛争等の影

響を踏まえた国際的な食料・エネルギー安全保障及び人間の安全保障の確保等に向けた取

組と課題」及び「気候変動が海洋法秩序に及ぼす影響への対策と取組の在り方」について

調査を行った。 

２月７日には、「ＬＡＷＳ（自律型致死兵器システム）に関する国際的なルール作り及び

対人地雷禁止条約の履行確保に係る取組と課題」について、参考人前軍縮会議日本政府代

表部特命全権大使小笠原一郎君、京都産業大学法学部客員教授・世界問題研究所長岩本誠

吾君及び地雷廃絶日本キャンペーン代表理事清水俊弘君から意見を聴取した後、質疑を

行った。 

２月14日には、「武力紛争等と人道主義の実践・再構築に向けた取組と課題」について、

参考人赤十字国際委員会（ＩＣＲＣ）駐日代表榛澤祥子君、国境なき医師団日本事務局長

村田慎二郎君及び名古屋大学名誉教授松井芳郎君から意見を聴取した後、質疑を行った。 

２月21日には、「ＦＭＣＴ（核兵器用核分裂性物質生産禁止条約）の交渉開始への取組と

課題」について、参考人一橋大学大学院法学研究科教授秋山信将君、青山学院大学国際政

治経済学部教授阿部達也君及びピースボート共同代表川崎哲君から意見を聴取した後、質

疑を行った。 



 

４月17日には、「気候変動や武力紛争等の影響を踏まえた国際的な食料・エネルギー安

全保障及び人間の安全保障の確保等に向けた取組と課題」について、参考人東京大学大学

院新領域創成科学研究科教授亀山康子君、公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所特別

研究員秋元一峰君及び国連開発計画（ＵＮＤＰ）駐日代表ハジアリッチ秀子君から意見を

聴取した後、質疑を行った。 

５月15日には、「気候変動が海洋法秩序に及ぼす影響への対策と取組の在り方」につい

て、参考人東京大学大気海洋研究所教授原田尚美君、神戸大学大学院海事科学研究科准教

授本田悠介君及び公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所太平洋島嶼国チーム主任研究

員塩澤英之君から意見を聴取した後、質疑を行った。 

５月22日には、「21世紀の戦争と平和と解決力～新国際秩序構築～」について、委員間の

意見交換を行った。 

６月５日には、２年目の調査を取りまとめた調査報告書（中間報告）を議長に提出した。 

 

〔調査の概要〕 

２月７日の調査会では、３名の参考人から、ＬＡＷＳをめぐる議論の現状やＬＡＷＳと

対人地雷禁止条約をめぐる日本の取組、ＡＩの軍事利用をめぐる国際法上の問題やＬＡＷ

Ｓをめぐる議論の現状を踏まえて日本が果たすべき役割、対人地雷禁止条約をめぐる現状

や地雷対策支援に係る課題等について、それぞれ意見を聴取した。続いて参考人に対し、

ＡＩの軍事利用の現状と規制の在り方、ＬＡＷＳの定義と今後の議論の在り方、ＬＡＷＳ

や対人地雷に対応していくための日本の役割、市民社会の役割や活動の現状、進化したＡ

Ｉを人間がコントロールできなくなる可能性、対人地雷禁止条約等の非対称性の問題、Ｌ

ＡＷＳ規制に関する中国の立ち位置、クラスター弾製造企業への投融資をめぐる問題、日

本の外交・安全保障政策の在り方、国連改革の在り方等について質疑を行った。 

２月14日の調査会では、３名の参考人から、ＩＣＲＣの活動、国境なき医師団の活動、人

道支援活動が直面している危機や課題、国際法における武力行使の規制の在り方と国際人

道法の課題等について、それぞれ意見を聴取した。続いて参考人に対し、ガザ情勢をめぐ

る国際法上の評価と日本政府の対応、国連パレスチナ難民救済事業機関（ＵＮＲＷＡ）へ

の資金拠出の停止をめぐる対応、ウクライナ情勢及びガザ情勢を踏まえた日本政府への要

望、人道支援を担う機関をめぐる課題、人道支援と開発協力の連携、武力紛争をめぐる国

際法と国際機関の機能等、日本の安全保障政策に関する課題等について質疑を行った。 

２月21日の調査会では、３名の参考人から、ＦＭＣＴを取り巻く現状と日本の取組の在

り方、ＦＭＣＴ構想の意義と課題、核兵器禁止条約（ＴＰＮＷ）との関係を踏まえたＦＭＣ

Ｔの意義等について、それぞれ意見を聴取した。続いて参考人に対し、核分裂性物質の現

状と規制の在り方、ＦＭＣＴを議論すべき場、ＦＭＣＴを条約化する課題と暫定的代替ア

プローチ、ＴＰＮＷなど核軍縮関連諸条約とＦＭＣＴとの関係性、ＦＭＣＴを推進するた

めの方策、ＦＭＣＴ推進に向けた日本の取組及び課題、日本が大量に保有する非軍事用核

分裂性物質への対応の在り方、ＴＰＮＷへの日本の対応、核軍縮・不拡散外交の在り方、国

際機関による平和維持を可能とするために必要な取組と日本の役割等について質疑を行っ

た。 



 

４月17日の調査会では、３名の参考人から、気候変動と安全保障の関係、気候安全保障

の概念・類型と具体的な影響に対する国家の対応策、北極海融氷によるシーレーンの変化

と安全保障への影響、人間の安全保障の理念と紛争や気候変動が食料・エネルギー安全保

障に及ぼす影響、紛争や気候変動についてのＵＮＤＰの取組と日本との更なる連携強化の

必要性等について、それぞれ意見を聴取した。続いて参考人に対し、気候変動の現状と課

題、紛争等と気候危機の関係、気候変動をめぐる日本の課題、気候変動が食料・エネルギー

安全保障に及ぼす影響と課題、人間の安全保障の確保等に向けた取組等について質疑を

行った。 

５月15日の調査会では、３名の参考人から、北極及び南極の海氷の現状と南極における

氷床の融解が海面水位上昇に及ぼす影響、海面上昇が基線に与える法的影響と法的解釈を

めぐる国際的な議論、太平洋島嶼国において基線の不確実性がもたらす安全保障上の懸念

と我が国との間での連携・協力の在り方等について、それぞれ意見を聴取した。続いて参

考人に対し、基線をめぐる議論、基線についての考え方、基線の不確実性に伴う懸念と実

質的な改正方法、低潮線保全法と重要土地規制法の関係性、気候変動の将来予測、海面上

昇による被害を防ぐための国内での議論の有無、気候変動によるポジティブな側面、国際

社会で日本に求められる役割、気候変動に対応するための取組、科学技術研究と海洋人材

育成に必要な予算・取組、地球温暖化が進む中での南極の状況、南極の調査研究の意義、太

平洋島嶼国に対する中国の影響、気候変動が太平洋島嶼国に与える影響、太平洋島嶼国と

の連携・協力、福島第一原子力発電所ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に関する太平洋島嶼国の

認識等について質疑を行った。 

５月22日の調査会では、「21世紀の戦争と平和と解決力～新国際秩序構築～」について

委員間の意見交換を行い、委員から、ＬＡＷＳ、対人地雷禁止条約・クラスター弾に関する

条約、ＦＭＣＴ等の核軍縮・不拡散、人道主義・国際人道法、気候変動、海面上昇への法的

対応を含む海洋に関する取組、食料・エネルギー安全保障、人間の安全保障、国際法・国

連、日本の外交・安全保障、本調査会の調査等について意見が述べられた。 

（２）調査会経過

○令和６年２月７日(水)（第１回） 

理事の補欠選任を行った。 

外交・安全保障に関する調査のため必要に応じ参考人の出席を求めることを決定した。 

政府参考人の出席を求めることを決定した。 

「21世紀の戦争と平和と解決力～新国際秩序構築～」のうち、ＬＡＷＳ（自律型致死兵器システム）

に関する国際的なルール作り及び対人地雷禁止条約の履行確保に係る取組と課題について次の参

考人から意見を聴いた後、各参考人に対し質疑を行った。 

 〔参考人〕 

前軍縮会議日本政府代表部特命全権大使 小笠原一郎君 

京都産業大学法学部客員教授・世界問題研究所長 岩本誠吾君 

地雷廃絶日本キャンペーン代表理事 清水俊弘君 

 〔質疑者〕 



 

岩本剛人君（自民）、大椿ゆうこ君（立憲）、新妻秀規君（公明）、串田誠一君（維教）、浜口

誠君（民主）、岩渕友君（共産）、伊波洋一君（沖縄）、浜田聡君（Ｎ党）、水野素子君（立憲）、

金子道仁君（維教） 

○令和６年２月14日(水)（第２回） 

「21世紀の戦争と平和と解決力～新国際秩序構築～」のうち、武力紛争等と人道主義の実践・再構

築に向けた取組と課題について次の参考人から意見を聴いた後、各参考人に対し質疑を行った。 

 〔参考人〕 

赤十字国際委員会（ＩＣＲＣ）駐日代表 榛澤祥子君 

国境なき医師団日本事務局長 村田慎二郎君 

名古屋大学名誉教授 松井芳郎君 

 〔質疑者〕 

吉川ゆうみ君（自民）、水野素子君（立憲）、宮崎勝君（公明）、金子道仁君（維教）、浜口誠

君（民主）、岩渕友君（共産）、伊波洋一君（沖縄）、浜田聡君（Ｎ党）、塩村あやか君（立憲）、

新妻秀規君（公明） 

○令和６年２月21日(水)（第３回） 

「21世紀の戦争と平和と解決力～新国際秩序構築～」のうち、ＦＭＣＴ（核兵器用核分裂性物質生

産禁止条約）の交渉開始への取組と課題について次の参考人から意見を聴いた後、各参考人に対し

質疑を行った。 

 〔参考人〕 

一橋大学大学院法学研究科教授 秋山信将君 

青山学院大学国際政治経済学部教授 阿部達也君 

ピースボート共同代表 川崎哲君 

 〔質疑者〕 

松川るい君（自民）、高木真理君（立憲）、新妻秀規君（公明）、金子道仁君（維教）、浜口誠

君（民主）、岩渕友君（共産）、伊波洋一君（沖縄）、齊藤健一郎君（Ｎ党）、三上えり君（立

憲） 

○令和６年４月17日(水)（第４回） 

「21世紀の戦争と平和と解決力～新国際秩序構築～」のうち、気候変動や武力紛争等の影響を踏ま

えた国際的な食料・エネルギー安全保障及び人間の安全保障の確保等に向けた取組と課題について

次の参考人から意見を聴いた後、各参考人に対し質疑を行った。 

 〔参考人〕 

東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 亀山康子君 

公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所特別研究員 秋元一峰君 

国連開発計画（ＵＮＤＰ）駐日代表 ハジアリッチ秀子君 

 〔質疑者〕 

越智俊之君（自民）、三上えり君（立憲）、宮崎勝君（公明）、串田誠一君（維教）、浜口誠君

（民主）、岩渕友君（共産）、伊波洋一君（沖縄）、齊藤健一郎君（Ｎ党）、大椿ゆうこ君（立

憲） 

○令和６年５月15日(水)（第５回） 

「21世紀の戦争と平和と解決力～新国際秩序構築～」のうち、気候変動が海洋法秩序に及ぼす影響

への対策と取組の在り方について次の参考人から意見を聴いた後、各参考人に対し質疑を行った。 

〔参考人〕 



 

東京大学大気海洋研究所教授 原田尚美君 

神戸大学大学院海事科学研究科准教授 本田悠介君 

公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所太平洋島嶼国チーム主任研究員 塩澤英之君 

〔質疑者〕 

赤松健君（自民）、高木真理君（立憲）、新妻秀規君（公明）、金子道仁君（維教）、浜口誠君

（民主）、岩渕友君（共産）、伊波洋一君（沖縄）、齊藤健一郎君（Ｎ党）、大椿ゆうこ君（立

憲） 

○令和６年５月22日(水)（第６回） 

「21世紀の戦争と平和と解決力～新国際秩序構築～」について意見の交換を行った。 

○令和６年６月５日(水)（第７回） 

外交・安全保障に関する調査報告書（中間報告）を提出することを決定した。 

外交・安全保障に関する調査の中間報告を申し出ることを決定した。 

○令和６年６月21日(金)（第８回） 

外交・安全保障に関する調査の継続調査要求書を提出することを決定した。 

閉会中における委員派遣については会長に一任することに決定した。 

（３）調査会報告要旨 

外交・安全保障に関する調査報告（中間報告） 

【 要 旨 】 

本調査会は、外交・安全保障に関し、長期的かつ総合的な調査を行うため、令和４年10月３日に設

置され、３年間の調査テーマを「21世紀の戦争と平和と解決力～新国際秩序構築～」と決定した。 

２年目の調査では、「ＬＡＷＳ（自律型致死兵器システム）に関する国際的なルール作り及び対人

地雷禁止条約の履行確保に係る取組と課題」、「武力紛争等と人道主義の実践・再構築に向けた取組

と課題」、「ＦＭＣＴ（核兵器用核分裂性物質生産禁止条約）の交渉開始への取組と課題」、「気候

変動や武力紛争等の影響を踏まえた国際的な食料・エネルギー安全保障及び人間の安全保障の確保等

に向けた取組と課題」及び「気候変動が海洋法秩序に及ぼす影響への対策と取組の在り方」について、

計15名の参考人から意見を聴取し、質疑を行ったほか、「21世紀の戦争と平和と解決力～新国際秩序

構築～」について、委員間の意見交換を行った後、これらを調査報告（中間報告）として取りまとめ、

令和６年６月５日、議長に提出した。 

同報告書では、調査会における参考人の意見、主要論議及び委員間の意見交換について、それぞれ

の概要を取りまとめるとともに、主要論点の整理を行っている。 


